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既設の斜角鋼桁支承部の地震時挙動と 

耐震評価・対策の考え方 

 

１．はじめに 

 鋼鉄道橋に大きな被害をもたらした地震の損傷事例を調べると，支承部の損傷数が他の部位に比べて

圧倒的に多いです．その中でも特に斜角桁の支承部の損傷割合が直橋に比べて高く，斜角桁の支承部へ

の作用力が直橋に比べて相対的に大きいと考えられます．また，斜角桁は支承部の損傷後に桁全体が回

転した事例があるなど，直橋に比べて落橋に対する安全性を十分に検討する必要があります． 

 そこで，平面骨組モデルを用いた動的解析を実施し，斜角桁の地震時の応答特性を把握しました．ま

た，その結果を踏まえ，斜角桁の耐震評価および対策の考え方（フロー図）を整理しました． 

２．斜角桁の地震時挙動 

 図１に示す単純桁形式の橋梁について，地震応答解

析を実施しました．橋梁は支間 25m の単線の上路桁

（DG），下路桁（TG），複線の下路桁の３種類，斜角

θ は，45°，60°，75°，90°（直橋）の４種類で検

討しました．入力地震動は，耐震設計標準 1)の L2 地表

面設計地震動（G3 地

盤）のスペクトルⅠ，

Ⅱの２種類としました．

入力方向は，斜角方向

（橋台が変形する方

向）とし，振幅を α倍

して入力し，全支承が

損傷する振幅倍率を算

定しました．なお，入

力方向については，別

途実施した慣性力を漸増載荷させた静的解析より，斜角方向に力が作用した場合に最も低い震度で支承

が損傷する，すなわち斜角方向が斜角桁の弱点方向であることを確認したためです．  

 図２に斜角と全支承が損傷する振幅倍率を構造形式ごとに整理しました．ここでは，スペクトルⅡの

地震動を入力した場合を例に示します．この図より，斜角が小さいほど，また複線の方が，振幅倍率が

小さい，すなわち損傷しやすいことがわかります．続いて，解析した３種類の構造物，直橋を除いた３

種類の斜角，２種類の地震動の全ケース（18 ケース）について，４つの支承それぞれの損傷順序の割合

を図３に整理しました．その結果，固定側鈍角部（F-O）と可動側鈍角部（M-O）を合わせると７割以

上のケースで鈍角部が最初に損傷します．一方で，可動側鋭角部（M-A）が最後に損傷する可能性が高

いです（７割弱）．このように，鈍角部が鋭角部に比較して損傷しやすいと言えます． 
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図１ 斜角桁の地震応答解析の概要 
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図３ 支承位置と損傷順序の関係 
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３．斜角桁の支承部の耐震評価・対策の考え方 

 前述の検討を踏まえ，斜角桁の支承部の補強方法

の考え方（フロー図）を図４に示し，以下に各項目

の考え方の詳細を示します．なお，本フローは斜角

桁に特有の事柄のみを示しており，桁座拡幅等の一

般的な鋼橋梁についての落橋防止対策の要否は別

途検討する必要があります． 

①START：支承が損傷しやすい構造条件の鋼橋梁を優

先して本検討を開始します．優先度の高低は既往研

究や今回の検討より表１のように整理されます． 

②支承の損傷を許容するか：対象橋梁の重要度の観

点から，桁ずれを許容するか，すなわち支承の損傷

を許容するかを判断します． 

③支承が損傷するか：②で支承の損傷を許容しな

い場合は，２.で述べたような動的解析法等によ

って，支承が損傷するかどうかの評価を行う必要

があります．本評価で支承が損傷しないと判定さ

れると，対策不要となります． 

④支承補強の要否：③で支承が損傷すると判定さ

れると，支承の補強や，必要に応じて耐荷力のよ

り高い支承への交換を行います．この際，橋台の

健全性が十分であることを確認する必要がありま

す． 

⑤回転判定：②で支承の損傷を許容する場合は，落橋を防ぐという観点から補強の要否を検討するのが

良いです．斜角桁の場合，鋼桁の回転挙動により落橋に至るケースがあるため，幾何学的な関係式

(sin2θ/2)/(b/L) > 12)により鋼桁が回転するかどうかを判定します．ここで，θ：斜角，b：鋼桁の幅員，L：

支間長です．上式を満たす場合，回転しない判定となり，対策不要となります． 

⑥ストッパー設置：⑤で鋼桁が回転すると判定された場合，桁の回転防止のため鋭角側の支承に橋軸直

角方向へのストッパーの設置が有効です 3)．また，鋼材の塑性変形を考慮した移動制限装置 4)なども開

発されており，そのような対策工も有効と考えられます． 

４．おわりに 

 今回，鋼橋梁の中で地震時に損傷事例の多い斜角桁について，地震時の応答特性を把握し，耐震評価

および対策の考え方（フロー図）を整理しました．本成果は，各鉄道事業者が有する斜角桁の中から対

策の必要性および優先度を選定する際や，地震後の随時検査での着目箇所を把握する際の一助になると

考えています． 
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図４ 斜角桁の耐震評価・対策フロー 
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表１ 耐震対策検討の優先度の考え方 

構造・着目点 低い←優先度→高い 

桁 
支間長 小←→大 

線数 単線←→複線 

斜角 大（直橋）←→小 

橋
台 

橋台の変位 小←→大 

桁と橋台パラペットの

遊間 
大←→小 

支
承 

支承構造 

（線支承の材質） 
鋳鋼支承←→鋳鉄支承 

支承位置 鋭角側←→鈍角側 
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高架上家の地震応答制御を目的とした 

慣性質量ダンパの適用性検討 

 

１．はじめに 

 高架駅は，高架橋の上部に旅客上家（以下，高架上家）が付帯する構造形態となります（図１）．高

架上家は，高架橋と連成した地震応答性状を示し，高架橋と比較して質量が小さいため，地震時の高架

上家の応答加速度が増幅しやすいことが懸念されます．対策の一つとして，高架上家の質量を増やすこ

とにより，高架上家の応答の増幅は抑制できると考えられますが，架構の剛性や耐力の都合上，単純に

質量を増やすことには限界があります． 

 一方で，重量を建築物に直接付加するのではなく，何らか

の装置によって見かけの質量（慣性質量）を付加することで，

建築物の地震時応答を制御する研究例えば 1), 2)が行われていま

す．慣性質量を付加する場合，重量を付加した場合と同じ効

果を地震時にのみ与えることができ，その効果を装置の実質

量よりも大きくして与えることが可能です．そのため，高架

駅に対して慣性質量を適用することで，架構への重量の負担

を増大させることなく地震時の高架上家の質量を増加させる

ことが可能になり，高架上家の応答加速度を低減できると考

えられます． 

 本研究では，慣性質量を付加する装置として，慣性質量ダ

ンパ（図２）を使用しました．本稿では，慣性質量ダンパを

高架上家の応答制御に適用する場合の効果について検討した

結果を紹介します 3), 4)． 

２．振動台実験 

 慣性質量ダンパを，高架駅のように上下層で質量が大きく

異なる二層構造物に適用した場合の挙動を把握するために，

振動台実験を行いました（図３）．実験では，質量比（高架上

家の質量／高架橋の質量）および固有振動数比（高架上家の

固有振動数／高架橋の固有振動数）を変化させ，高架上家お

よび高架橋の応答を比較しまし

た． 

 実験結果の一例として，入力

地震動が告示波注 1 の場合の応

答加速度を図４に示します．ダ

ンパなしの場合について，(a)高

架上家と(b)高架橋の応答加速

度を比較すると，高架橋に対し

て高架上家の応答加速度が増幅

しており，既往研究 5)で明らか

にされた高架駅の応答性状が再

高架上家 

（S造-質量：小） 

高架橋 

（RC造-質量：大） 

 

列車 

GL 

 

図１ 高架駅の構造の概要 

図２ 慣性質量ダンパ 

図３ 振動台実験試験体 
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(a)高架上家 (b)高架橋 

図４ 実験結果（最大応答加速度） 

 



施設研究ニュース No.316 2016.12.1 

4/6 

現できています．これに対し，ダンパありの場合では，いずれの質量比・固有振動数比の場合において

も，高架上家の応答加速度が低減されており，慣性質量ダンパの効果が確認できました． 

３．地震応答解析 

 上述の実験結果を補間することを目的に，図５に示す質点系モデルを用いて，パラメトリックスタデ

ィを行いました．本解析では，質量比および固有振動数比は実駅を想定したものとしました．また，慣

性質量の付加質量比（慣性質量／高架上家質量）は 0.0（ダンパなし），0.5，1.0，2.0 の場合を検討しま

した．ここで，入力の周波数特性に依存した結果となることを避けるため，入力波にはホワイトノイズ

（最大加速度 200gal）を用いました． 

 質量比 0.05 の場合の解析結果を図６に示します．(b)高架橋の応

答加速度は，付加質量比に対して大きくは変化しないことが確認

できました．これは図４に示した実験結果と同様です．一方，(a)

高架上家の応答加速度は，ダンパなしの場合，(b)高架橋と比較し

て増幅しており，高架橋と共振する固有振動数比 1.0 付近で増幅

が大きくなっています（図中○）．これに対し，ダンパありの場合，

固有振動数比1.0付近の応答加速度のピークが低減されています．

なお，固有振動数比 1.0 よりも高振動数側では，固有振動数比に

よっては，ダンパなしの場合

よりも応答加速度が増加す

る場合があります．これは，

慣性質量が付加されること

で，地震時における高架上

家の固有振動数が低下し，

高架橋と共振するためと考

えられます．しかしながら，

地震時の質量比が大きくな

ることで，応答加速度のピ

ーク（図中○）はあまり大

きくならないことが確認で

きました． 

４．おわりに  

 慣性質量ダンパの適用により，高架上家の応答増幅を効果的に低減できることを，実験および解析に

よる検討により明らかにしました．今後は，実用化に向け検討を深度化していく予定です． 

参考文献 
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構造工学論文集, Vol.56B, pp.153-161, 2010.3 3) 山田聖治ほか：スマートパッシブ制振ダンパを用い

た鉄道建築物の耐震性能評価, 鉄道総研報告, Vol.28, No.8, pp.41-46, 2014.8 4) 三木広志ほか：質量が
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研報告, Vol.22, No.10, pp.23-28, 2008.1 

（注 1）平成 12 年建設省告示第 1461 号第四号イに定める地震動 

執筆者：構造物技術研究部 建築研究室 三木広志 

担当者：構造物技術研究部 建築研究室 清水克将，山田聖治 
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第Ⅰ波形 

第Ⅱ波形 

座屈発生点を考慮した軌道座屈評価法の基礎検討 

 

１．はじめに 

 ロングレールの軌道座屈安定性の照査は図１に TC で示す最低座

屈強さに相当するレール温度上昇量を限界値として行われています．

これは最低座屈強さ以下では，外乱があっても飛び移り座屈が生じ

ないことを根拠としています．一方，諸外国では TCに座屈発生温度

TAを加味して限界値を緩和する考え方があります．直線区間などの

座屈安定性に余裕があると想定される区間に，この限界値を適用す

ることができればロングレールの設計や設定替えの合理化が可能と

なり，コスト削減が期待できます．そこで本研究では，合理的なロングレール座屈安定性評価法の確立

のための基礎検討として，座屈安定性を解析し，軌道座屈発生点までの余裕度を検討しました． 

２．軌道座屈強さへの影響因子 

 FEM 座屈解析手法を用いてロングレールの静的座屈解

析を行い，各因子が TAと TCに与える影響を調べ，TAから

TCまでの余裕度を明らかにします．解析条件を表１に示し

ます．在来線を想定し，道床横抵抗力は 50kgN レールの場

合に確保すべき 4kN/m/レールに対し，鉄道構造物等設計標

準･同解説－軌道構造－（以下，「軌道標準」）に示された材

料係数(γm)1.43を考慮した2.8kN/m/レールを基本として設

定しました．さらに，道床横抵抗力を 2 倍に強化した場合

を想定しました．まくらぎ横変位と道床横抵抗力の関係は

図２の様になります．初期通り変位は，現実的な評価を行

うために，実軌道で想定される値を設定しました．なお，

直線の条件は曲線半径を 10,000m と設定することで代用し

ます．この条件下で，曲線半径，初期通り変位の波高，道

床横抵抗力を変更して解析を実施しました． 

 解析結果を図３に示します．図３では，従来の評価法と比較す

るために，同一条件でのエネルギー法による解析結果も示します．

なお，エネルギー法によるレール温度上昇量は，軌道標準に示さ

れた軌道構造係数(γi)1.2 で除した値を示します．初期通り変位の

形状は第Ⅰ波形と第Ⅱ波形の双方を仮定しましたが，TCはほとん

ど差がなく，TA は全てのケースで第Ⅱ波形の方が低かったため，

図３では第Ⅱ波形の結果のみ示します． 

 図３(a)より，曲線半径の増加とともに TAは増加しますが，2500m 以上では顕著な差はありませんで

した．直線区間では，軌道座屈安定性に相当余裕があると考えられていましたが，TA と TC の温度差は

13℃程度に留まりました．図３(b)より，初期通り変位の波高が TCに与える影響は少ないですが，波高

10mm の条件では TAと TCの温度差は 21℃と余裕があります．しかし，波高の増加とともに TAが顕著

に低下しますので，ΔTAC を安定的に確保するためには軌道の保守管理水準を上げる必要があります．

図３(c)より，道床横抵抗力の増加とともに TAと TCが増加しました．道床横抵抗力を通常の 1.5 倍確保

した場合，TAと TCの温度差は 24℃確保されました．この結果から，座屈防止板などを用いて道床横抵

 

 

 

 

 

 

図１ レール温度上昇量と横変位 

表１ 軌道座屈安定性解析の基本条件 

項 目 値 

レール種別 50kgN 

曲線半径 R 600～10,000m 

まくらぎ間隔 600mm 

道床横 

抵抗力 

係数 g0 
1.9, 2.8, 4.2, 5.6 

   kN/m/レール 

近似式 
g0 *y/(y + 0.8) 

      y:横変位 

初期通り 

変位 

波高 c0 7～20mm(10m 弦) 

波長 l0 
10m (第Ⅰ波形) 

15m (第Ⅱ波形) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 道床横抵抗力の特性 
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図３ 軌道座屈安定性の解析結果（第Ⅱ波形） 

(a) 曲線半径 Rの影響 
g0 =2.8kN/m/レール 
c0 =13mm(10m 弦) 

(b) 初期通り変位の波高 c0 の影響 
R =10,000m(直線) 

g0 =2.8kN/m/レール 

(c) 道床横抵抗力の影響 
R =10,000m(直線) 

c0 =13mm(10m 弦) 
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抗力を増加させると，効果的に軌道座屈安定性を高めることが可能となります．なお，全てのケースで，

軌道構造係数で除したエネルギー法の TCは FEM 解析結果を下回り，エネルギー法による軌道座屈安定

性の評価は，軌道構造係数 1.2 を考慮することで FEM 解析と同等の評価となります．つまり，従来手法

であるエネルギー法から，評価手法を改良して軌道座屈判定法を緩和することは困難です． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．軌道座屈判定法の緩和の可能性 

 軌道座屈安定性の判定基準について，UIC と米国

の基準を表２に示します．双方ともΔTAC によって

許容温度上昇量を定めており，UIC ではΔTAC を

20℃以上確保可能な場合に TC 以上の温度上昇量を

許容しています．これは標準軌であり，まくらぎ重

量とサイズが大きく，道床横抵抗力に余裕があるこ

とが背景にあると考えられます．前章で検討した範

囲内でΔTACが 20℃以上となる条件は，道床横抵抗

力を通常の 1.5 倍確保した場合と，初期通り変位を

10mm 以下に想定した場合であり，現行の在来線の

軌道保守管理下において大変厳しい条件となります． 

４．まとめ 

 合理的なロングレール座屈安定性評価法の確立のための基礎検討として，軌道座屈発生点までの余裕

度を検討しました．結論として，現状の軌道保守環境下で限界値を緩和することは困難であることが分

かりました．限度値を緩和するためには，低廉な道床横抵抗力の強化工法の開発や，軌道変位や弱点箇

所を常に把握して対策を行う保守管理手法の導入が必要です．今後は低廉なロングレール構造の検討を

進め，低廉な道床横抵抗力の強化工法を開発し，実物大の軌道座屈実験等を実施して性能を確認する予

定です． 
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表２ 軌道座屈安定性の判定基準の比較 

地域 許容温度上昇量 条 件 

UIC※1 

TC＋0.25×ΔTAC 20℃ <ΔTAC 

TC 5℃≦ΔTAC≦20℃ 

TC－5℃ 0℃≦ΔTAC≦ 5℃ 

米国※2 
TC 5.6℃≦ΔTAC 

TC－α 0℃≦ΔTAC＜5.6℃ 

日本※2 TC／α なし※3 

※1 エネルギー理論による計算から求めることを前提

とするが簡便法として上記値を用いている． 

※2 αは安全余裕． 

※3 曲線半径 600m 以下では座屈阻止エネルギーを加

味した評価を行っている． 

出典: Coenraad Esveld：Modern Railway Track 2nd edition , 

MRT-Productions, 2001. 
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